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づくりに困難があったことなど指摘された。こうした
実習生の自己反省は、新学習指導要領が求めているよ
うな、変化が想定しえない社会に対応する思考力や判
断力を備えた人材に自らがなっていないという実感
からきたものである。こうした新たな状況に直面した
学校現場に対応する大学の教職カリキュラムとはど
のようなものかを検討する必要があろう。
　さらに、周知の通り、文科省は2020年8月、やむ
を得ない事情があれば教育実習の全部または一部を、
大学の科目で代替できる特例措置を通知したことに
より、本学においても若干名の学生が実習期間の短
縮、あるいは実習中止に追い込まれるという事態に直
面した。
　むろん、戦前の師範学校とは異なり、戦後の教員養
成は、研究機関たる大学にて高度の専門性を獲得する
ことを主眼としており、教育実習は教員養成の主たる
活動ではないとの意見もあるだろう。しかし、前述の
通り、これまでの学校とは異なった現場を体験する機
会を奪われたということは今後の専門性の向上に大
きな支障をきたすことはいうまでもない。付言するな
らば、昨年度の教育実習は、現場での実習体験だけで
なく、大学における専門的知識の獲得そのものの機会
を奪ってしまっている。というのも、本学の学生の中
にも、実習期間前後２週間の自宅待機を条件に教育実
習を許可するという自治体の方針に従って、大学を休
まざるを得ない状態に追い込まれた者もいたからで
ある。自宅待機措置は、学校現場の安全に配慮したや
むを得ない対応であったということも事実であるが、
こうした対応によって学生が大学での専門教育を受
ける機会を奪ってしまったということも忘れてはな
らない。
　こうした状況を鑑み、本プロジェクトでは、コロナ
禍における実習を通じて学生が何を学び、コロナ禍に
よって学生は何を奪われたのかを体系的に整理する
必要があることが確認された。しかし昨年度の教育
実習を体験した学生はすでに卒業してしまっており、
継続的に調査を行うことは困難である。しかし、幸い
本学の児童スポーツ教育学部においては、３・４年次
での実習を課しているため、コロナによる教員志望学
生への影響を明らかにする研究の可能性は残されて
いることは付記しておきたい。
3．今後の研究の方向性
